
平成30年度事務事業評価シート

平成30年６月29日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成30年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 000728 担 当 課 等 まちづくり課

事 務 事 業 名 交通安全施設整備事業

事 業 開 始 年 度 昭和

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 02 01 08

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

四季彩と暮らしが調
和した安全・安心のま
ちづくり

安全な暮らしの確
保

交通安全 交通安全対策の
充実

交通安全施設や歩道
の整備

Ｐ101 3 Ⅲ ３ （１） ①

関連する個別 計画 第9次湯河原町交通安全計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

目　　的
　第9次湯河原町交通安全計画等を基に、関係機関との連携を図りながら、効果的
な交通安全施設整備を行う。

対　　象 　町民、観光客等

○

内　　容 　カーブミラーや路面標示等を整備し、町民や観光客等の交通安全の確保を図る。

コ
ス
ト

区  分 平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（見込）

人
件
費

常勤職員 2,998,000

人件費合計 2,998,000 2,913,200 2,931,200

総事業費 6,813,640 6,591,680 6,931,200

2,913,200 2,931,200

非常勤職員等

4,000,000

事業費 3,815,640 3,678,480 4,000,000

区画線整備数 施設整備 箇所 7 5 5

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 3,071,640 3,192,680 2,931,200

財源合計 6,813,640 6,591,680 6,931,200

その他特定財源 3,742,000 3,399,000

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

カーブミラー設置数 施設整備 箇所 2 5 3

町内の交通人身事故件数 交通人身事故の減少 件 82 74 事故ゼロ

まちづくり課(交通安全施設整備事業)



３　平成29年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成31年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか 5
　区画線やカーブミラー等の交通安全施設は、道路利用者の
交通の安全を確保するためのものであり、その設備及び維持管
理は道路管理者として町が実施すべき事業である。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

4
　事故の危険性が高い通学路を重点に施設の整備、維持管理
を行っており、投入した費用に見合った効果が得られている。舗
装工事等の道路整備事業との連携を図ることで、効率性を図っ
ている。

平成29年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点

　歩行者の危険を回避するため、区画線等の路面標示やガードレールの整備を行い、運転
者の危険を回避するため、カーブミラーや注意喚起看板の設置及び維持管理を行った。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 3 　国からの交付金を活用し実施している事業であるため、委託・指定管理の導入

は難しいと考える。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか 4

　地域、道路利用者及び学校関係者等からの要望・意見
を参考に整備を実施しており、交通安全確保に一定の成
果が得られている。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か 5 　運転者や歩行者等の道路利用者を対象とした事業であ

り、受益の機会は均等である。

引き続き、交付金を有効活用すること。

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成30年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

　小中学校の通学路危険個所の解消を重点的に行ってきたが、近年、高齢者に関係する事
故が増加傾向にあることから、高齢者の事故防止につながる施設整備を検討する。

平成31年度以降の
方向性

　道路利用者の交通の安全を確保していくためには、交通安全施設の設置及び維持管理を
継続して実施する必要があるため、現状維持とする。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　交通安全の推進と、交通事故の防止を達成するた
め、継続して事業を実施すること。

まちづくり課(交通安全施設整備事業)



平成30年度事務事業評価シート

平成30年６月29日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成30年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 000732 担 当 課 等 まちづくり課

事 務 事 業 名 交通安全対策推進事業

事 業 開 始 年 度 昭和

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 02 01 08

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

四季彩と暮らしが調
和した安全・安心のま
ちづくり

安全な暮らしの確
保

交通安全 交通安全対策の
充実

②交通安全意識の高
揚
③交通安全運動の推
進

Ｐ101 3 Ⅲ ３ （１） ②③

関連する個別 計画 第9次湯河原町交通安全計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

目　　的
　交通安全運動並びに交通安全教育を推進し、町民及び観光客等の交通安全の
確保を図る。

対　　象 　町民、観光客等

○

内　　容
　町内の交通安全対策に関し、関係機関等との連携を図りながら、組織的かつ効果
的な交通安全対策を樹立計画するとともに、これを推進し交通事故の防止を図る。
　交通安全関係団体に活動費等を助成する。

コ
ス
ト

区  分 平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（見込）

人
件
費

常勤職員 5,996,000

人件費合計 5,996,000 5,826,400 3,664,000

総事業費 9,651,717 9,416,789 7,475,000

5,826,400 3,664,000

非常勤職員等

事業費 3,655,717 3,590,389 3,811,000

街頭指導及び街頭啓発 小田原交通安全協会湯河原支部 回 21 22 22

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 9,651,717 9,416,789 7,475,000

財源合計 9,651,717 9,416,789 7,475,000

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

湯河原町交通安全母の会 回 29 31 30

町内の交通人身事故件数 交通人身事故の減少 件 82 74 事故ゼロ

まちづくり課(交通安全対策推進事業)



３　平成29年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成31年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか 5
　警察、交通安全対策推進協議会、交通安全協会及び
交通安全母の会等と連携し、取り組む必要があるため、
町が主体で実施すべき事業である。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

4
　交通安全対策推進協議会、交通安全協会及び交通安全母の
会が実施する交通安全に係る事業に対し、町から委託金や活
動謝礼金等により支援を行っているが、その費用に見合った効
果が得られている。

平成29年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点

　小田原警察署や関係機関の協力を得て、交通安全運動期間中の街頭啓発や高齢者宅戸
別訪問などを行い、交通安全に対する意識向上を図っている。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 3 　警察、交通安全対策推進協議会、交通安全協会及び交通安全母の会等と連携

して取り組む必要があるため、委託・指定管理の導入は難しいと考える。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか 3

　年間を通じて交通安全に関する街頭啓発、交通安全パトロー
ル、交通安全教室等を開催し、交通安全の推進と交通安全意
識の高揚に努めており、一定の成果が得られている。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か 5 　各団体が実施する交通安全に係る事業の対象は、町

民・観光客等であり、受益の機会は均等である。

特になし

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成30年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

　高齢者の交通事故を抑止するため、小田原警察署や関係機関と連携し、高齢者を対象と
した交通安全教室の実施について検討する。

平成31年度以降の
方向性

　交通安全の推進と交通安全意識の高揚を図り、交通事故の防止を達成するためには、今
後も各団体と連携しながら事業を実施していく必要があるため、現状維持とする。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　交通安全の推進と、交通事故の防止を達成するた
め、継続して事業を実施すること。

まちづくり課(交通安全対策推進事業)



平成30年度事務事業評価シート

平成30年６月29日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成30年度）

２　実施結果 (単位　円）

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

ため

財
源
内
訳

国庫支出金 271,000 0 600,000

県支出金 117,000 0 254,000

地方債

一般財源 278,368 184,549 682,482

財源合計 666,368 184,549 1,536,482

0 0 0

その他特定財源 0 0

補助金交付件数 耐震化率の向上につながる件 3 0 8

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

0

事業費 543,000 49,680 1,250,000

内　　容
　昭和56年５月以前に建築された町内の木造住宅の耐震化を図るため、耐震診断
に係る費用、補強設計及び耐震改修工事に係る費用を補助する。

コ
ス
ト

区  分 平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（見込）

人
件
費

常勤職員 123,368

人件費合計 123,368 134,869 286,482

総事業費 666,368 184,549 1,536,482

134,869 286,482

非常勤職員等 0 0 0

目　　的
　旧耐震基準（昭和56年５月以前に建築された建物）で建築された町内の木造住宅
の所有者に対し耐震改修費等の補助を行い、町内の住宅の耐震化を促進する。

対　　象 　補助金交付要綱の要件を満たす者

○

13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

関連する個別 計画 湯河原町耐震改修促進計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

10不平等 11都市 12生産と消費

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

四季彩と暮らしが調
和した安全・安心のま
ちづくり

安全な暮らしの確
保

防災・危機管理 防災対策の推進
Ｐ97 3 Ⅲ １ （1）

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 07 04 01

事 業 番 号 003806 担 当 課 等 まちづくり課

事 務 事 業 名 木造住宅耐震化補助事業

事 業 開 始 年 度 平成 21

まちづくり課(木造住宅耐震化補助事業)



３　平成29年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成31年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

特になし

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成30年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

補助制度について、町広報誌、地方紙等による広報のほか、イベント等におけるＰＲ
を行うなど周知の機会を増やしていく。

平成31年度以降の
方向性

町内の住宅の耐震化の向上を図るため、本事業を継続して実施する。

総 合 評 価 継続（現状維持）
町内の木造住宅の耐震化を促進するため、継続
して実施すること。

平成29年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点

本事業の補助制度を活用して耐震改修を実施する件数が少ないため、住民等に対
し、補助制度の更なる周知を行い、補助制度の活用及び耐震化の促進を図る。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 3

町税等の滞納状況の確認作業等の個人情報の取り扱いがあるため、業務
委託は難しい。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか 2

　補助対象となる住宅数に対して、耐震改修工事を
実施する件数が少なく、また目標値にも達していな
い。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か 4

　補助金交付要綱の要件を満たせば、誰でも補助
金の交付を受けられることから、受益の機会は均等
であると考える。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか 3
　本来は住宅所有者が自主的に実施するものだが、町内
の住宅耐震化を行うことは住民の生命や財産を守ること
につながるので、町で実施するべき事業である。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

3
　改修等に係る費用の一部を補助することで、耐震
化の促進が直接的に図られることから、投入費用に
見合った効果があると考える。

まちづくり課(木造住宅耐震化補助事業)



平成30年度事務事業評価シート

平成30年６月29日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成30年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 008096 担 当 課 等 まちづくり課

事 務 事 業 名 ドライブレコーダー設置促進事業

事 業 開 始 年 度 平成 30

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 02 01 08

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

四季彩と暮らしが調
和した安全・安心のま
ちづくり

安全な暮らしの確
保

交通安全 交通安全対策の
充実

交通安全意識の高揚
Ｐ97 3 Ⅲ ３ （１） ②

関連する個別 計画 第9次湯河原町交通安全計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

目　　的
　安心・安全なまちづくりに向けて、ドライブレコーダーの普及を促進し、町民の安全
運転意識の向上と交通事故の減少を図る。

対　　象 　補助金交付要綱の要件を満たす者

○

内　　容
　ドライブレコーダーを新たに購入し、設置した者に購入費（取付費を含む）の1/2を
補助する。限度額10,000円

コ
ス
ト

区  分 平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（見込）

人
件
費

常勤職員

人件費合計 0 0 3,664,000

総事業費 0 0 6,197,000

3,664,000

非常勤職員等

事業費 2,533,000

ドライブレコーダー設置台数 台 250

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 0 0 6,197,000

財源合計 0 0 6,197,000

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

町内の交通人身事故件数 交通人身事故の減少 件 82 74 事故ゼロ

まちづくり課(ドライブレコーダー設置促進事業)



３　平成29年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成31年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

平成29年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 3 　町税等の滞納状況の確認作業等、個人情報の取り扱いがあるため業務委託は

難しい。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か

特になし

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成30年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
　特になし

平成31年度以降の
方向性

　ドライブレコーダーの設置目標台数を５年間で７００台としたが、町民の関心が高く申請件
数も多いことから、今後の動向を確認しながら計画の再検討を行う必要がある。

総 合 評 価 継続（現状維持）

　ドライブレコーダー設置申請件数の推移に注視し、
計画目標の再検討を行うなど、交通安全の推進と、交
通事故の防止を達成するため、継続して事業を実施
すること。

まちづくり課(ドライブレコーダー設置促進事業)



平成30年度事務事業評価シート

平成30年６月29日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成30年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 003835 担 当 課 等 まちづくり課

事 務 事 業 名 湯元通り街なみ環境整備事業

事 業 開 始 年 度 平成 26

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 07 04 01

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

四季彩と暮らしが調
和した安全・安心のま
ちづくり

計画的な土地利
用の推進

土地利用 駅前・まち並みの
整備

温泉場地区のまち並
み整備

Ｐ110 3 Ⅳ 1 （2） ②

関連する個別 計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

目　　的
 　「湯河原町景観計画」を踏まえ、観光客が散策したくなるような温泉場の情緒を残
したまち並みの保全、創出を図るもの。

対　　象 　町民、観光客及び湯元通りまちなみ協定区域内の土地建物所有者

○

内　　容
　藤木橋からこごめ橋までの間に位置する湯元通り地区の街なみの保存や活性化
を図る為、全体計画の策定、道路等の街路空間の整備及び住民等が行う民間建築
物等の修景整備に対して補助金の交付を実施するもの。

コ
ス
ト

区  分 平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（見込）

人
件
費

常勤職員 2,748,166

人件費合計 2,748,166 3,034,583 3,053,333

総事業費 14,519,766 75,753,223 74,740,333

3,034,583 3,053,333

非常勤職員等

事業費 11,771,600 72,718,640 71,687,000

修景整備助成件数 湯元通りらしい景観を実現 件 3 2 4

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金 3,009,000 30,603,000 34,587,000

県支出金 2,583,000 12,063,000 7,462,000

地方債

一般財源 8,027,766 8,987,223 13,691,333

財源合計 14,519,766 75,753,223 74,740,333

900,000 24,100,000 19,000,000

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

街路空間整備延長 公共施設の整備 ｍ 0 193 107

まちづくり課(湯元通り街なみ環境整備事業)



３　平成29年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成31年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか 4
　民間建築物等の修景整備は、所有者等が主体となって
実施し、町補助金を交付し支援を行う。また、道路等公共
施設の整備については、町で実施すべき事業である。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

5
　地区住民等の合意形成を図り、街路空間の整備方針に
ついても地権者等の意見を取り入れ決定した。事業完了
後には、費用に見合った効果が得られると考えている。

平成29年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点

　概ねスケジュールどおり進捗している。平成30年度までに道路舗装等の公共施設
については整備を完了する予定である。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 3

　国からの交付金を活用し実施している事業であるため、委託・指定管理
の導入は難しいと考える。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか 5

　平成26年度にまちなみ協定を締結し、平成27年度には街路
空間の整備計画案を取りまとめ、平成28年度からは整備計画案
に基づき整備を開始し、平成30年度に完了予定である。事業の
目的である街なみの創出や活性化について成果が得られてい

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か 3

　湯元通り地区における事業であり、修景整備に対
する補助金は、まちなみ協定に同意した方に限定さ
れる。

完成後は、観光資源として広く周知を図る。

総 合 評 価 完了

平成30年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

　特になし
　（民間建築物等の修景整備、道路舗装等の公共施設の整備を予定）

平成31年度以降の
方向性

　平成31年３月末までに事業を完了する。

総 合 評 価 完了
平成31年３月末完了予定。
投資した事業費に見合うように、良好な街なみを
維持することに努めること。

まちづくり課(湯元通り街なみ環境整備事業)



平成30年度事務事業評価シート

平成30年６月29作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成30年度）

２　実施結果 (単位　円）

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金 4,968,000 8,707,000

県支出金

地方債

一般財源 0 8,245,350 12,005,600

財源合計 0 13,213,350 20,712,600

その他特定財源

専門部会開催回数 事業検討の推進 回 0 3

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

事業費 9,936,000 17,415,000

内　　容
　平成30年度では、万葉公園及び湯河原観光会館の民間の活力を導入した再整
備を検討するための事前調査を実施し、併せて平成29年度に新たに創設された公
募設置管理制度（Park-PFI）を用いた整備手法の導入について検討する。

コ
ス
ト

区  分 平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（見込）

人
件
費

常勤職員

人件費合計 0 3,277,350 3,297,600

総事業費 0 13,213,350 20,712,600

3,277,350 3,297,600

非常勤職員等

目　　的

　 「平成28年度湯河原温泉場の地域資源の再生・活用検討調査」の成果を踏まえ、温泉場
の中心的な区域のうち、特に、万葉公園及び湯河原観光会館の敷地を主対象区域として、
官民の連携による万葉公園と観光会館の機能・施設の見直しや管理運営の質の向上を図
る。

対　　象 　町民、観光客等

○

13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

関連する個別 計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

10不平等 11都市 12生産と消費

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

四季彩と暮らしが調
和した安全・安心のま
ちづくり

計画的な土地利
用の推進

土地利用 駅前・まち並みの
整備

温泉場地区のまち並
整備

Ｐ110 3 Ⅳ １ (2) ②

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 07 04 01

事 業 番 号 003845 担 当 課 等 まちづくり課

事 務 事 業 名 万葉公園・周辺地区まちづくり事業

事 業 開 始 年 度 平成 29

まちづくり課(万葉公園・周辺地区まちづくり事業)



３　平成29年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成31年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

　多方面において、情報を共有することで、再整備の重要性や必要性について理解を高める。

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成30年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

　平成30年度は平成29年度に新たに創設された公募設置管理制度（Park-PFI）を
用いた整備手法の導入について検討する。

平成31年度以降の
方向性

　平成30年度に実施予定のサウンディング調査により、民間事業者の意向があれば
公募設置管理制度（Park-PFI）を用いた整備を進める。意向が無い場合は事業ス
キームの再編などの調整を行う。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　本地区及び本地区周辺のまちづくりを推進する
ため、継続して事業を実施すること。

平成29年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点

平成29年度に新たに公募設置管理制度（Park-PFI）が創出されたため、制度導入
の可能性について検討するよう計画の見直しをおこなった。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 9

万葉公園及び湯河原観光会館の民間の活力を導入した再整備につい
て、民間へ委託し検討中である。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか 5

　民間の活力を導入し、温泉場地区にふさわしい魅
力的な施設整備による利用者増や、管理運営経費
の質の向上及び経費縮減が見込まれる。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か 3

　事業範囲が万葉公園及びその周辺地区に限定さ
れているが、万葉公園及び観光会館は町民及び観
光客の誰もが使用できる施設である。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか 4
　万葉公園及び観光会館は町が管理する公共施設
であり、民間活力を導入した再整備の検討について
は町が実施すべき事業である。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

5
　民間の活力を導入した再整備を実施するため、万葉公園及び観光会
館の諸条件整理や民間活力を導入するための制度等の調査を実施した
ものであり、費用に見合った効果が得られていると考えている。

まちづくり課(万葉公園・周辺地区まちづくり事業)



平成30年度事務事業評価シート

平成30年６月29日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成30年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 008041 担 当 課 等 まちづくり課

事 務 事 業 名 耐震改修促進計画改訂事業

事 業 開 始 年 度 平成 30

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 07 04 01

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

四季彩と暮らしが調
和した安全・安心のま
ちづくり

安全な暮らしの確
保

防災・危機管理 防災対策の推進
Ｐ97 3 Ⅲ １ （１）

関連する個別 計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

目　　的
　新耐震基準導入以前の既存建築物の耐震化を図り、建築物の地震に対する安全
性の向上を計画的に促進することを目的とする。

対　　象 町内全域

○

内　　容

　平成22年３月に策定した湯河原町耐震改修促進計画について、住宅及び特定既
存不適格建築物の耐震化率の推計を行い、耐震化率の目標値について改訂する。
　また、町有建築物についても耐震化状況を整理し、耐震化率等について改訂する
もの。

コ
ス
ト

区  分 平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（見込）

人
件
費

常勤職員

人件費合計 0 0 2,198,400

総事業費 0 0 4,391,400

2,198,400

非常勤職員等

事業費 2,193,000

打ち合わせ協議回数 改訂作業の進捗 回 5

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 0 0 4,391,400

財源合計 0 0 4,391,400

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

計画改訂進捗率 ％ 100

まちづくり課(耐震改修促進計画改定事業)



３　平成29年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成31年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

平成29年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 9

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か

総 合 評 価 完了

平成30年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

平成31年度以降の
方向性

平成31年１月末までに事業を完了する。
上位計画である都市マスタープランにおける「安全な暮らしを保証する防災まちづく
り」という基本方針のもと、耐震改修促進計画を活用し効果的かつ効率的に防災対
策の推進を図る。

総 合 評 価 完了

平成31年１月末完了予定。
改訂した耐震改修促進計画に基づき既存建築物の耐
震化を図り、建築物の安全性の向上を図る施策につ
なげていくこと。

まちづくり課(耐震改修促進計画改定事業)


